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精神保健福祉法改正に伴う保健所の対応

県型保健所に対するアンケート調査
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目的 平成11年の精神保健福祉法改正により，一部の精神保健福祉業務が平成14年 4 月から市町

村に委譲されることとなった。この委譲にあたり県型保健所管内の市町村の準備状況および

県型保健所がどのような支援策を考え実行しているか調査し，円滑な業務委譲に役立てるこ

とを目的とした。

方法 47都道府県ごとに人口500万までは 2 か所，500万を超える場合，3 か所の県型保健所を無

作為に抽出し103保健所に対し，平成13年10月にアンケート調査を実施した。回答結果を全

国保健所長会のブロックに合わせて 6 ブロックに分け，回答結果のブロック別頻度の比較を

行った。

成績 47都道府県83保健所（80.6％）から回答を得た。回答した保健所管内の市町村数は684で
あった。市町村の約 4 割が何らかの精神保健福祉業務を既に実施していた。しかし委譲業務

の担当部署については調査時点で約 6 割の市町村しか決定していなかった。保健所に関して

は95％以上の保健所が研修会の開催を行っており，また市町村との同行家庭訪問も78％の保

健所が行っていた。

保健所への影響については，精神障害者福祉施策が充実するなど精神保健福祉業務の推進

を評価する意見が約 8 割ある一方で，市町村間の実施体制の格差等の精神保健対策の後退を

心配する意見も約 6 割あった。

結論 保健所の対応では，「研修会の開催」，「家庭訪問を市町村と実施」などにより円滑な委譲

が行われるよう協力体制を整えていた。

一方，市町村の対応としては，調査した平成13年10月段階では，約 6 割の市町村しか委譲

業務の担当部署を決定していなかった。
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